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２月定例議会が閉会しました 
3 月 13 日、さいたま市議会 2 月定例議会が平成２０年度一般会計予算案など市長提出議案 78

件、議会局設置条例案など議員提出議案 2 件いずれも原案通り可決し、閉会しました。 

議会最終日には「議会改革検討推進特別委員会」委員長中間報告があり、議員定数の見直しにつ

いては、大方減数の方向でまとまっており、今後、具体的な減数については 9 月議会までに結論

を出すとことが決定したと報告された。 

その他にこの委員会では、常任委員会の再編、予算特別委員会の常設化、政務調査費使途基準運

用指針や議会基本条例の制定などの協議が進められていく。 

民主党が従来から訴えてまいりました「議会改革」への取組みが本格化してまいりました。 

 

民主党さいたま市議会議員団 
「市政報告会」開催のお知らせ 

 

民主党さいたま市議団１０名による合同市政報告会

を下記の通り開催します。 

議会での活動報告や「さいたま・民主党提言２００７」 

の取組み状況などを報告いたします。 

どなたでもご自由に参加できます。 

多くの皆様のご参加を心よりお待ち申し上げます。 

 

記 

 

日時  3 月 29 日（土）午後 2 時～3 時 30 分 

 

会場  大宮ソニックシティー４F 市民ホール 

 

【お問い合わせ先】 

民主党さいたま市議会議員団 桜区事務所まで 

さいたま市議会議員  

阪阪本本かかつつみみ    
《所属》 都市開発常任委員会 

大都市行財政制度調査特別委員会 

さいたま市下水道事業審議会 

http://www.minshu-saitamacity.jp/
http://www7a.biglobe.ne.jp/~sakamoto-k


さいたま市 平成 20 年度 組織改正 

政策局入札企画部を新設 

入札企画部では、清算・発注・契約までの入札の総合評価を、部局を超え独立して行な

える体制にした。 

環境経済局を環境局と経済局に分割 

 環境局：環境共生部と施設部を新設し、市環境基本計画の推進やゴミ適正処理に向けた

政策立案など、環境問題への効果的な体制整備を図る。 

 経済局：観光政策室を新たに配置し、鉄道博物館や盆栽関連施設などの有効活用を考え

た事業や国際コンベンション誘致に向けた体制強化を図る。 

議会事務局を議会局に名称変更 

 さいたま市議会では、議会機能の強化を目的に議会事務局を議会局に名称変更する組改 

改正を行なった。（市町村議会での局制導入は全国初） 

さいたま市 平成 20 年度 主な新規事業 

【健康・福祉】 

・子育て支援のいっそうの充実を図るため、所得制限を廃止し、乳幼児・児童の医療費

の一部負担金等を助成する。 

・乳児（生後４ヶ月）の健全な育成を支援するため、家庭を訪問し、子育ての情報提供

や相談を行なう。 

・民間児童施設のＡＥＤ整備を促進するため、新たに補助制度を創設する。 

【環 境】 

・地球温暖化対策として、工場やビルの省エネを図るＥＳＣＯ事業を導入する。 

・市民の緑化推進を支援するため、屋上緑化助成制度を創設する。（上限１００万円補助） 

・アスベスト対策、悪臭やサーチライトなどの光害の規制を盛り込んだ「（仮称）生活環

境の保全に関する条例」の制定や、良好な景観を形成するため「景観計画」を策定す

る。 

【コミュニティ】 

・団塊の世代の活動を支援するため、シルバーバンクを開設する。（コムナーレ９F） 

【教育】 

・市立高校（浦和南、大宮北、大宮西高校）に空調設備を整備する。 

・児童・生徒の心の悩みに対応する 24 時間電話相談を実施する。 

【行政運営】 

・引越し、結婚、出産等に伴う手続きを１ヶ所に集中する「窓口申請パッケージ化事業」

を実施する。 

 

さいたま市の財政状況は？ 

市債残高（市の借金）は 3,625 億円で、市民一人当たりに換算すると 30 万２千円とな

る。これは、政令市中最も低く、政令指定都市平均の約７５万円を大きく下回る。 

また、国等からの依存財源の割合も政令市平均 41.6％を下回り 36.1％と低い水準にあり、

財政運営が自立・安定しているといえる。 


